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【今月の一言】 

先日、川崎幸市場内の屋台祭りに行ってきました。

海鮮をはじめ、お肉屋さんの角煮やチャーシュー、水

産加工品、青果などが全てお祭り価格ということも

あり、とても賑わっていました。市場はスーパーなど

では見かけないものも多く、気が付けば屋台そっち

のけで大量に買い物をしておりました。こちらの『夕

祭』は季節ごとに行うそうなので、是非お勧めです。 

それでは今月もベイヒルズSR通信をお届けいたし

ます。 （事務員 S） 

2025年介護職員等処遇改善加算に

おける特例措置について 

◆介護職員の賃上げ・定着が急務 

2024 年の介護事業者の倒産件数は全国で 172

件と、介護保険制度発足以降最多となりました。介護

報酬改定による影響なども指摘され、政府は「国民の

安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」

（2024 年 11 月 22 日閣議決定）にて、人手不足の

解消や職員の定着を図るための包括的な取組みとし

て、2024 年度補正予算に補助金の支給を盛り込み

ました。 

また、2025 年介護職員等処遇改善加算の申請に

おいて特例措置も講じられます。 

◆さらなる賃上げ等を支援するための補助金 

補助金は、「介護職員等処遇改善加算」を取得して

いる事業所を対象に交付されます。 

交付の条件は、生産性向上や職場環境改善に向け

た具体的な取組みのための計画を策定し、都道府県

に提出することです。補助金の交付を受けた場合の

実績報告書の提出も必要となります。 

◆さらなる処遇改善加算の取得促進のための要

件弾力化 

もう 1 つの特例措置は、さらなる処遇改善加算の

取得促進のための要件弾力化です。 

介護職員等処遇改善加算の取得要件のうち、キャ

リアアップ要件と職場環境等要件について弾力化が

なされます。 

さらに申請様式の簡素化として、要件を満た

しているかをチェックリスト形式で確認する方法

が導入されます。 

◆2月の申請受付分から適用開始 

第 243 回社会保障審議会介護給付費分科会

にて、これらの特例措置が示されて以降、詳細は

まだ明らかにされていません。 2025 年度介

護職員等処遇改善加算の申請に向けて、最新情

報をチェックしておきましょう。 

【厚生労働省「第 243 回社会保障審議会介護給付費

分科会（web会議）資料」】より 

ＳＮＳ等に労働者の募集に関する情

報を載せる際の注意点 

◆労働者の募集広告には、募集主の氏名等の

表示が必要 

職業安定法では、インターネットやＸ等のＳＮＳ

を含む広告等により、労働者の募集に関する情

報等を提供するときは、虚偽の表示または誤解

を生じさせる表示をしてはならないこととされ

ています（第 5条の 4）。 

昨今、インターネットで犯罪実行者の募集が行

われる事案（闇バイト）が見られ、その中には、通

常の労働者募集と誤解を生じさせるような広告

等も見受けられることから、厚生労働省は、ＳＮＳ

等を通じて直接労働者を募集する際には、以下

6 情報は必ず表示するよう、事業者に呼びかけ

ています。 

① 募集主の氏名（または名称） 

② 住所 

③ 連絡先（電話番号等） 

④ 業務内容 

⑤ 就業場所 

⑥ 賃金 

◆募集主向けQ＆A 

Q1：「住所（所在地）」はどこまで記載すればよい

か？ 

→ビル名、階数、部屋番号まで記載する必要があ

ります。 

Q2:「連絡先」として何を記載すればよいか？ 

→電話番号、メールアドレスまたは、自社ウェブ

サイト上に備え付けられた専用の問合せフォーム

へのリンクのいずれかを記載する必要がありま

す。 

Q3：氏名等の情報自体を記載せず、氏名等の情

報が記載されている会社ウェブサイトの募集要

項等のリンクを記載することでも問題ないか？ 

→会社ウェブサイトの募集要項等のリンクのみで

は、そもそも求人であるかどうかも含め、誤解を

招く可能性があるため、募集情報を提供する広

告等自体に上記 6情報を記載する必要がありま

す。 

Q4：業務内容、就業場所および賃金については、

職業安定法第 5 条の 3 や労働基準法第 15 条

で求められるのと同じように詳細を記載する必

要があるか？ 

→必ずしも同じである必要はないが、求職者が

誤解を生じないよう、業務内容や就業場所、賃金

について記載する必要があるとしています。例え

ば、就業場所について、「就業場所の変更の範囲」

は記載せず「雇入れ直後の就業場所」のみを示す

形や、複数の候補を示し、「応相談」とする形、賃

金について、「時給 1,500 円～」とする形でも、

記載があれば、直ちに職業安定法第 5条の 4違

反とはならないと考えられるとしています。 

Q5：フリーランスの募集についても、6 情報の

記載が求められるのでしょうか。 

→フリーランスの募集を広告等により行う場合

でも、6 情報の記載は同じように必要です。詳細

については都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

にお問い合わせください。 

【厚生労働省「労働者の募集広告には、「募集主の氏名

（又は名称）・住所・連絡先（電話番号等）・業務内容・就

業場所・賃金」の表示が必要です」】より 

2月の税務と労務の手続 

［提出先･納付先］ 

1日 

 贈与税の申告受付開始 

＜3月 15日まで＞ ［税務署］ 

10日 

 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 雇用保険被保険者資格取得届の提出 

＜前月以降採用の労働者がいる場合＞ 

  ［公共職業安定所］ 

17日 

 所得税の確定申告受付開始 

＜3月 15日まで＞  ［税務署］ 

※還付申告は2月14日以前でも受付可能 

28日 

 じん肺健康管理実施状況報告の提出 

  ［労働基準監督署］ 

 健保・厚年保険料の納付 

  ［郵便局または銀行］ 

 健康保険印紙受払等報告書の提出 

  ［年金事務所］ 

 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 ［公共職業安定所］ 

 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

  ［公共職業安定所］ 

 固定資産税・都市計画税の納付 

＜第 4期＞ ［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によって異なる場合がある。 

2025 年 2 月号 


